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第１章 計画の概要 

１．計画策定の趣旨 
本市では、令和３年３月に「障がいのある人もない人も 地域社会でお互いに尊重

しあい 誰もが安心して暮らせる まちづくり」を基本理念とした「第４次善通寺市

障がい者福祉基本計画」を策定しました。また、同年３月に障害者総合支援法及び児

童福祉法に基づく「第６期善通寺市障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画」を策

定し、障がいの有無にかかわらず、すべての市民が地域社会でお互い尊重しながら、

安心して暮らせるまちの実現をめざし、障がいのある人が慣れ親しんだ地域で自分ら

しく暮らすための様々な施策や福祉サービスの充実に取り組んできました。 

 令和６年３月末に計画期間が終了するため、新たに「第７期善通寺市障がい福祉計

画・第３期障がい児福祉計画」を策定します。 

 

２．関連計画等との整合性 
本計画は、市の最上位計画となる善通寺市総合計画（令和３年３月策定）、善通寺

市地域福祉計画（令和２年３月策定）、第４次善通寺市障がい者福祉基本計画との整

合を保ちながら策定します。また、善通寺市高齢者福祉計画・介護保険事業計画、善

通寺市子ども・子育て支援事業計画など、本市における保健・福祉等に関連する他の

計画との連携を図りながら策定します。 
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３．計画期間 
障がい福祉計画・障がい児福祉計画：令和６年度から令和８年度の３年間 

  

総合計画

地域福祉計画

障がい者福祉基本計画

障がい福祉計画

障がい児福祉計画 （第６期）

第６次計画
（前期）

第６次計画
（後期）

第７次計画

（第３次） （第４次）

（第４次） （第５次）

本計画（第３期）

本計画（第７期） （第８期） （第９期） （第10期）

（第５次）

（第４期） （第５期）

令和
11年度
（2029）

令和
12年度
（2030）

令和
13年度
（2031）

令和
14年度
（2032）

令和
15年度
（2033）

令和
７年度

（2025）

令和
８年度

（2026）

令和
６年度

（2024）

令和
９年度

（2027）

令和
10年度
（2028）

 

 

４．計画の法令等の根拠 

○ 障がい福祉計画 

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（障害者総合支

援法）第88条第１項に基づき、成果目標や障がい福祉サービス等の必要な見込量

等を表す計画です。 

○ 障がい児福祉計画 

「児童福祉法」第33条の20第１項に基づき、成果目標や障がい児福祉サービス等

の必要な見込量等を表す計画です。 
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第２章 障がい者等の現状 

１．善通寺市の障がい者等の現状 

（１）人口の状況 

本市の人口は、減少傾向で推移しており、過去５年間で約1,600人の減少となっ

ています。 

 

 
資料：住民基本台帳人口（各年4月１日時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9,873 9,886 9,876 9,866 9,810 

18,139 17,799 17,539 17,151 17,046 

4,052 3,962 3,854 3,685 3,575 

32,064 31,647 31,269 30,702 30,431 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

人口の推移

65歳以上 15～64歳 ０～14歳

（人）
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（２）障がい者の状況 

① 身体障害者手帳所持者数の推移 

身体障害者手帳所持者数は、年々減少しており、令和４年度では1,271人となっ

ています。また、本市の人口に対する割合は、平成30年度では4.38％でしたが、

第６期計画を策定した令和２年度では4.26％、令和４年度には4.18％と減少して

います。 

年齢別にみると、18歳未満は概ね30人で推移しています。等級別では全体的

に減少傾向で推移しており、障がい種別では肢体不自由が大きく減少しています。 

 

 

33 30 28 27 28 

1,370 1,328 1,304 1,272 1,243 

1,403 
1,358 1,332 1,299 1,271 

0

400

800

1,200

1,600

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

身体障害者手帳所持者数（年齢別）

18歳未満 18歳以上

（人）

資料：各年度末の状況 
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450 440 435 423 414 

188 176 169 173 172 

223 219 222 214 208 

371 366 352 338 325 

77 72 71 69 67 

94 
85 83 82 85 

1,403 
1,358 1,332 1,299 1,271 

0

400

800

1,200

1,600

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

身体障害者手帳所持者数（等級別）

1級 2級 3級 4級 5級 6級

（人）

104 107 104 106 104 

112 103 100 98 101 
12 8 7 7 6 

748 715 695 676 648 

427 
425 426 412 412 

1,403 
1,358 1,332 1,299 1,271 

0

400

800

1,200

1,600

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

身体障害者手帳所持者数（障がい種別）

視覚障がい 聴覚・平衡機能障がい

音声・言語・そしゃく機能障がい 肢体不自由

内部障がい

（人）

資料：各年度末の状況 
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② 療育手帳所持者数の推移 

療育手帳所持者数は、年齢別でみると18歳未満ではほぼ横ばいですが、18歳

以上では年々増加しています。判定別でみると、B（軽度）が増加しており、そ

れ以外の判定では横ばいで推移しています。 

 

 

 

 

 

77 80 76 71 76

186 195 205 219 220

263
275 281 290 296

0

50

100

150

200

250

300

350

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

療育手帳所持者数（年齢別）

18歳未満 18歳以上

（人）

57 59 59 56 58

54 52 48 50 51

62 63 63 63 63

90 101 111 121 124

263
275 281

290 296

0

50

100

150

200

250

300

350

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

療育手帳所持者数（判定別）

Ⓐ（最重度） Ａ（重度） Ⓑ（中度） Ｂ（軽度）

（人）

資料：各年度末の状況 
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③ 精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

精神障害者保健福祉手帳所持者数は、全体的に増加傾向にあります。 

 

 

④ 自立支援医療（精神通院医療）受給者数の推移 

    自立支援医療（精神通院医療）受給者数は令和２年度までは増加傾向で推移

していましたが、その後はやや横ばいとなっています。 

 

13 14 17 16 18

106 118
131 138 146

70
73

74
85

99189
205

222
239

263
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200

250

300

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

精神障害者保健福祉手帳所持者数

１級 ２級 ３級

（人）

12 18 22 19 12

313
331

353 340 357

64
58

70
66 67

389
407
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0
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200
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400
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平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

自立支援医療（精神通院医療）受給者数

18歳未満 18～64歳 65歳以上

（人）

資料：各年度末の状況 
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⑤ 障害者総合支援法における障がい支援区分認定件数の推移 

    障がい支援区分は、障害の特性を反映できるよう配慮しつつ、共通の基準と

なるべく、非該当及び１～６までの区分で生活のしづらさを判定しています。

区分の有効期間については有識者で構成される審査会で決定されますが、３年

間で決定されることが多く、３年周期で見ると、件数は増加傾向にあります。 
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平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

障害者総合支援法における障がい支援区分認定件数

（区分別）

区分1 区分2 区分3 区分4 区分5 区分6

（件） 

資料：各年度末の状況 
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第３章 障がい福祉計画 

１．基本指針と目標 
（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

国の 

基本指針 

地域生活への移行者数 

令和８年度末において、令和４年度末時点の施設入所者数の６％以上

が地域生活へ移行することを基本とする。 

施設入所者数の削減 

令和８年度末の施設入所者数を令和４年度末時点の施設入所者数から

５％以上削減することを基本とする。 
 

指標 目標 考え方 

地域生活への移行者数 ２人 

令和４年度末時点の施設入所者数31人

のうち、６％以上が地域生活へ移行する

ことをめざします。 

施設入所者数の削減数 ２人 
令和４年度末時点の施設入所者数31人

のうち、５％以上の減少をめざします。  

 

（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

国の 

基本指針 

①市町村ごとの保健、医療及び福祉関係者による協議の場を通じて、重

層的な連携による支援体制を構築するために必要となる、協議の場の

一年間の開催回数の見込みを設定する。 

②市町村ごとの保健、医療及び福祉関係者による協議の場を通じて、重

層的な連携による支援体制を構築するために必要となる、保健、医療、

福祉、介護、当事者及び家族等の関係者ごと（医療にあっては、精神

科及び精神科以外の医療機関別）の参加者数の見込みを設定する。 

③市町村ごとの保健、医療及び福祉関係者による協議の場を通じて、重

層的な連携による支援体制を構築するために必要となる、協議の場に

おける目標設定及び評価の実施回数の見込みを設定する。 

 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

協議の場の開催回数 回/年 4 4 4 

関係者ごとの参加者数 人/回 20 20 20 

協議の場における目標設定及び

評価の実施回数 
回/年 1 1 1 

自立支援協議会の精神保健福祉部会において協議します。精神保健福祉部会は圏域で 

開催されますが、目標設定及び評価は市町ごとにおいても行われる予定です。 
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（３）地域生活支援の充実 

国の 

基本指針 

令和８年度末までに各市町村において地域生活支援拠点等を整備する

とともに、コーディネーターの配置などによる効果的な支援体制及び緊

急時の連絡体制の構築を進め、また、年１回以上運用状況を検証及び検

討を行うことを基本とする。 

令和８年度末までに、各市町村又は各圏域において、強度行動障がい

を有する障がい者に関して、その状況や支援ニーズを把握し、地域の関

係機関が連携した支援体制の整備を進めることを基本とする。 

 

指標 目標 考え方 

地域生活支援拠点の充実 １か所 
地域生活支援拠点の整備を進め

ます。 

地域生活支援拠点の運用状況の検証・

検討 
12回/年 

支援の実績等を踏まえ運用状況

の検証・検討を行います。 

強度行動障がいを有する障がい者に

関する、地域の関係機関が連携した 

支援体制の整備 

６回/年 
地域の実情等を踏まえ、支援体制

の整備について検討を行います。 
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（４）福祉施設から一般就労への移行等 

国の 

基本指針 

一般就労への移行者数 

令和３年度の一般就労への移行実績の1.28倍以上が令和８年度中に

一般就労に移行することを基本とする。 

①就労移行支援事業 令和３年度の一般就労への移行実績の1.31倍

以上とすることを基本とする。 

②就労継続支援Ａ型事業 令和３年度の一般就労への移行実績の 

概ね1.29倍以上とすることを基本とする。 

③就労継続支援Ｂ型事業 令和３年度の一般就労への移行実績の 

概ね1.28倍以上とすることを基本とする。 

就労定着支援事業利用者数 

令和３年度の実績の1.41倍以上とすることを基本とする。 

 

指標 目標 考え方 

一般就労への移行者数 ３人 

令和３年度の一般就労への移行者数の1.28

倍以上の移行をめざします。 

（令和３年度０人）【①+②+③の人数】 

 

①就労移行支援事業 １人 
令和３年度の移行者数の1.31倍以上の移行

をめざします。（令和３年度０人） 

②就労継続支援Ａ型事業 １人 
令和３年度の移行者数の1.29倍以上の移行

をめざします。（令和３年度０人） 

③就労継続支援Ｂ型事業 １人 
令和３年度の移行者数の1.28倍以上の移行

をめざします。（令和３年度０人） 

就労定着支援事業利用者数 １人 令和３年度の一般就労への移行者数０人。 
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（５）相談支援体制の充実・強化等 

国の 

基本指針 

相談支援体制の充実・強化等 

令和８年度末までに、各市町村において、基幹相談支援センターを設置

（複数市町村による共同設置を含む。）するとともに、基幹相談支援セン

ターが地域の相談支援体制の強化を実施する体制を確保することを基本

とする。 

協議会において、個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改

善等を行う取組を行うとともに、これらの取組を行うために必要な協議会

の体制を確保することを基本とする。 
 

指標 目標 考え方 

基幹相談支援センターの設置を

含む地域の相談支援体制の確保

と強化 

設置 

基幹相談支援センターの在り方につ

いて近隣市町と協議を進め、令和８年

度までの共同設置をめざします。 

 

（６）障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る 

体制の構築 

国の 

基本指針 

障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

令和８年度末までに市町村において障がい福祉サービス等の質を向上

させるための取組を実施する体制を構築することを基本とする。 

 
 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

障がい福祉サービス等に係る 

各種研修の活用 
人／年 4 5 6 

障がい者自立支援審査支払等 

システムによる審査結果の共有 
回／月 1 1 1 

指導監査結果の関係市町村との

共有 
回／年 1 1 1 

 

 

 

 



13 

 

（７）発達障がいのある人等に対する支援 

国の 

基本指針 

発達障がいのある人を早期に発見し、対応するために、保護者等が子

どもの発達障がいの特性を理解し、必要な知識や方法を身につけ、適切

な対応ができるよう、発達障がいのある人とその家族等に対する支援体

制を確保することが重要である。 

 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

ペアレントトレーニングやペア

レントプログラム等の支援プロ

グラムの受講者数 

人／年 0 3 3 

ピアサポート活動への参加人数 人／年 250 260 270 

ペアレントメンターの人数 人／年 0 1 1 
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２．障がい福祉サービスの見込量と確保のための取組 

（１）訪問系サービス 

訪問系サービスの内容 

居宅介護 自宅で、入浴、排せつ、食事などの介護を行います。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人に、自宅

で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援な

どを総合的に行います。 

同行援護 

視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する人に、外

出によって必要とされる視覚的情報の支援や移動の援護な

どの支援を行います。 

行動援護 
自己判断能力が制限されている人が行動する時に、危

険を回避するために必要な支援、外出支援を行います。 

重度障害者等包括支援 
介護の必要性が著しく高い人に、居宅介護など複数の

サービスを包括的に行います。 

 

① 第６期計画の訪問系サービスの見込と実績 

項目 単位 
令和３年度 令和４年度 

令和５年度 

（見込み） 

見込 実績 見込 実績 見込 実績 

訪問系サービス合計 
時間/月 1,830 1,922 1,865 1,853 1,875 1,927 

人/月 63 71 66 88 67 92 

 

居宅介護 
時間/月 1,020 1059 1,050 1,150 1,060 1,200 

人/月 46 56 48 68 49 70 

重度訪問介護 
時間/月 600 642 600 478 600 480 

人/月 3 2 3 3 3 3 

同行援護 
時間/月 175 189 180 200 180 215 

人/月 11 10 12 14 12 15 

行動援護 
時間/月 35 32 35 25 35 32 

人/月 3 3 3 3 3 4 

重度障害者等包括

支援 

時間/月 0 0 0 0 0 0 

人/月 0 0 0 0 0 0 
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② 訪問系サービスの見込量 

項目 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

訪問系サービス合計 
時間/月 2,110 2,173 2,236 

人/月 97 101 105 

 

居宅介護 
時間/月 1,240 1,280 1,320 

人/月 72 74 76 

重度訪問介護 
時間/月 600 600 600 

人/月 4 4 4 

同行援護 
時間/月 230 245 260 

人/月 16 17 18 

行動援護 
時間/月 40 48 56 

人/月 5 6 7 

重度障害者等包括支援 
時間/月 0 0 0 

人/月 0 0 0 

 

【見込量確保のための方策】 

○障がいの種別によらず、利用者を取り巻く環境等を踏まえ、必要性に応じた訪

問系サービスが提供できるよう障がい支援区分の適切な認定を行うとともに、

支援体制の充実を図ります。 

○重度障害者等包括支援は現在提供されていませんが、今後のニーズ等動向を踏

まえながらサービス提供体制の整備を検討します。 

○計画相談支援事業所と連携し、利用者の状況把握に努めるとともに、必要に応

じサービスの内容や支給量の見直しを行います。 
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（２）日中活動系サービス 

日中活動系サービスの内容 

生活介護 

常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事などの

介護を行うとともに、創作的活動または生産活動の機会を提供

します。 

自立訓練 

（機能訓練・生活訓練） 

自立した日常生活または社会生活ができるよう、一定期

間、身体機能または生活能力の向上のために必要な訓練を行

います。 

就労移行支援 
一般企業などへの就労を希望する人に、一定期間、就労に

必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労継続支援（Ａ型） 

一般企業等での就労が困難な人に対して、雇用契約に基づく

就労の機会を提供するとともに、一般就労に必要な知識や能力

の向上のために必要な訓練を行います。 

就労継続支援（Ｂ型） 

一般企業等での就労が年齢や体力面から困難な人に対して、

就労や生産活動の場を提供し、知識や能力の維持・向上のため

に必要な訓練を行います。 

就労定着支援 

就労移行などの利用を経て一般就労した障がい者で、就労

に伴う環境変化により生活面の課題が生じている人に、企

業・自宅などへの訪問や来所により、課題解決に向けて必要

な連絡調整や指導・助言などの支援を実施します。 

療養介護 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、

療養上の管理、看護、介護及び日常生活の支援を行います。 

短期入所 

（福祉型・医療型） 

自宅で介護する人が病気の場合などに、短時間、夜間も含

め施設で、入浴、排せつ、食事の介護などを行います。医療

的管理が必要な人を短期で受け入れる医療型もあります。 
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① 第６期計画の日中活動系サービスの見込と実績 

項目 単位 
令和３年度 令和４年度 

令和５年度 

（見込み） 

見込 実績 見込 実績 見込 実績 

生活介護 
利用日数/月 1,430 1,059 1,500 1,369 1,560 1,500 

利用人数/月 75 67 77 71 80 75 

自立訓練（機能訓練） 
利用日数/月 20 22 20 43 20 60 

利用人数/月 1 1 1 2 1 3 

自立訓練（生活訓練） 
利用日数/月 20 0 20 0 20 0 

利用人数/月 1 0 1 0 1 0 

就労移行支援 
利用日数/月 63 82 63 45 63 60 

利用人数/月 3 4 3 3 3 4 

就労継続支援（Ａ型） 
利用日数/月 46 175 69 244 69 246 

利用人数/月 2 10 3 12 3 12 

就労継続支援（Ｂ型） 
利用日数/月 915 1,075 975 1,187 1,070 1,200 

利用人数/月 61 70 65 74 69 80 

就労定着支援 利用人数/月 4 3 4 3 5 3 

療養介護 利用人数/月 10 11 11 11 11 12 

短期入所（福祉型） 
利用日数/月 60 23 66 26 72 27 

利用人数/月 10 7 11 5 12 5 

短期入所（医療型） 
利用日数/月 2 0 2 0 4 0 

利用人数/月 1 0 1 0 2 0 

② 日中活動系サービスの見込量 

項目 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

生活介護 
利用日数/月 1,540 1,580 1,620 

利用人数/月 77 79 81 

自立訓練（機能訓練） 
利用日数/月 60 60 60 

利用人数/月 3 3 3 

自立訓練（生活訓練） 
利用日数/月 20 20 20 

利用人数/月 1 1 1 

就労移行支援 
利用日数/月 75 75 75 

利用人数/月 5 5 5 

就労継続支援（Ａ型） 
利用日数/月 345 391 437 

利用人数/月 15 17 19 

就労継続支援（Ｂ型） 
利用日数/月 1,230 1,260 1,290 

利用人数/月 82 84 86 

就労定着支援 利用人数/月 3 4 5 

療養介護 利用人数/月 12 13 13 

短期入所（福祉型） 
利用日数/月 35 45 55 

利用人数/月 7 9 11 

短期入所（医療型） 
利用日数/月 0 5 5 

利用人数/月 0 1 1 
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【見込量確保のための方策】 

○利用者が慣れ親しんだ場所で安心して生活や就労ができるように、利用者個々

の状況を把握し、サービス提供の向上に努めます。 

○障がい者の経済面の自立を進める観点から、物品や役務を調達する際には、障

がい者就労施設から優先的に購入・発注を行い、福祉就労の充実を支援します。 

○利用者の生活や就労に関する意向を聞き取り、計画相談支援事業所と連携しな

がら、適切なサービスの提供を行います。 

 

（３）居住系サービス 

居住系サービスの内容 

自立生活援助 

施設やグループホームを利用していた障がい者でひとり

暮らしをする人に対して、定期的な訪問を行い、体調や生活

面での課題などについて確認を行い、必要な助言や医療機関

などとの連絡調整を行います。 

共同生活援助 

（グループホーム） 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の

援助を行います。 

施設入所支援 
施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の

介護などを行います。 

 

① 第６期計画の居宅系サービスの見込と実績 

項目 単位 
令和３年度 令和４年度 

令和５年度 

（見込み） 

見込 実績 見込 実績 見込 実績 

自立生活援助 人/月 0 0 0 0 1 0 

共同生活援助 人/月 35 30 36 39 37 40 

施設入所支援 人/月 33 38 33 30 33 30 

② 居宅系サービスの見込量 

項目 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

自立生活援助 人/月 0 1 1 

共同生活援助 人/月 42 44 46 

施設入所支援 人/月 30 30 30 

 

【見込量確保のための方策】 

○住み慣れた地域で暮らし続けられるように、グループホームのニーズを把握し、

支援の充実を図ります。 
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（４）相談支援 

相談支援の内容 

計画相談支援 

(サービス等利用計画 

作成) 

障がい福祉サービスを利用するすべての障がいのある人

を対象に、支給決定または支給決定の変更の際に、サービス

等利用計画を作成するとともに、一定の期間ごとにサービス

などの利用状況のモニタリングを行います。 

地域移行支援 

障がい者支援施設などに入所している障がいのある人ま

たは精神科病院に入院している精神障がいのある人を対象

に、地域における生活に移行するための相談や住居の確保、

その他必要な便宜を供与します。 

地域定着支援 

施設や病院から地域生活へ移行した障がいのある人やひ

とり暮らしへと移行した障がいのある人が、安定的に地域生

活を営めるよう、障がいの特性に起因して生じる緊急の事態

などに常時、相談など対応に必要な便宜を供与します。 

 

① 第６期計画の相談支援の見込と実績 

項目 単位 
令和３年度 令和４年度 

令和５年度 

（見込み） 

見込 実績 見込 実績 見込 実績 

計画相談支援 
（サービス等利用計画作成） 

人/月 228 248 230 275 230 280 

地域移行支援 人/月 0 0 1 0 1 0 

地域定着支援 人/月 0 0 1 0 1 0 

② 相談支援の見込量 

項目 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画相談支援 

（サービス等利用計画作成） 
人/月 285 290 295 

地域移行支援 人/月 1 1 1 

地域定着支援 人/月 1 1 1 

 

【見込量確保のための方策】 

○利用者や家族などが気軽に相談できるように、来所相談時には「障がい福祉サー

ビス利用の手引き」等を活用し、障がい福祉サービスや相談支援事業所に関す

る情報提供を行います。 

○すべての利用者が抱えているニーズや課題にきめ細かく対応する適切なサービ

ス等利用計画が作成されるように、計画を評価します。 

○中讃西部地域自立支援協議会等を活用し、相談支援専門員の連携を強化し、事

業の効率化や担い手の確保、相談員のスキルアップに努めます。 

○計画相談支援事業所ごとの専門性や取り扱い状況を把握し、相談支援サービス

の確保に努めます。  
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３．地域生活支援事業の見込量と確保のための取組 
地域生活支援事業の内容 

理解促進・研修啓発事業 

地域住民に対して、障がい者などに対する理解を深め
るため、教室などの開催、事業所訪問、イベント開催、
広報活動などを行います。 

自発的活動支援事業 

障がい者やその家族、地域住民が行うピアサポート、
災害対策、孤立防止活動、社会活動、ボランティア活動
などについて支援を行います。 

障害者相談支援事業 

障がい者、障がい児の保護者、障がい者の介護を行う
人からの相談に応じ、必要な情報の提供などの便宜を供
与することや、権利擁護のために必要な援助を行うこと
により、障がい者などが自立した日常生活または社会生
活を営むことができるようにします。 

基幹相談支援センター 

地域における相談支援の中核的な役割として、身体障が
い者、知的障がい者、精神障がい者等の相談を総合的に行
うとともに、地域の相談支援事業者間の連絡調整や、関係
機関の連携の支援を行います。 

住宅入居等支援事業 
賃貸契約による一般住宅への入居にあたって支援が必

要な方について、家主等との入居契約や関係機関との調整
を行います。 

成年後見制度利用支援事業 
障がいのある人の権利擁護のため、成年後見制度の利用

について必要な支援を行います。 

成年後見制度 

法人後見支援事業 

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うこと
ができる法人を確保できる体制を整備するとともに、市民
後見人の活用も含めた法人後見の活動を支援し、障がいの
ある人の権利擁護を図ります。 

意思疎通支援事業 

聴覚、言語機能、音声機能、視覚等の障がいのため、意
思疎通を図ることに支障がある人とその他の人の意思疎
通を仲介するために、手話通訳や要約筆記、点訳等を行う
人の派遣等を行います。 

日常生活用具給付等事業 
障がい者に対し、自立生活支援用具等日常生活用具の給

付等を行います。 

手話奉仕員養成研修事業 
日常会話程度の手話表現技術を習得した者を養成し、

意思疎通を図ることに支障がある障がい者などの生活
の支援を図ります。 

移動支援事業 
屋外での移動が困難な障がい者について、外出のための

支援を行います。 

地域活動支援センター 
障がい者が通い、創作的活動又は生産活動の提供、社会

との交流の促進等の便宜を図ります。 

訪問入浴サービス事業 
重度の身体障がい者に対して、訪問により居宅において

入浴サービスを提供し、身体の清潔の保持、心身機能の維
持等を図ります。 

日中一時支援事業 
日中において監護者がいないため、一時的に見守り等の

支援が必要な障がい者に、日中における活動の場を提供し
ます。 

福祉ホーム事業 
家庭環境や住宅事情等により、居宅において生活するこ

とが困難な障がいのある人に、低額で住居を提供します。 
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① 第６期計画の地域生活支援事業の見込と実績 

項目 単位 
令和３年度 令和４年度 

令和５年度 

（見込み） 

見込 実績 見込 実績 見込 実績 

理解促進研修・啓発事業 件 0 0 0 0 0 0 

自発的活動支援事業 件 3 3 3 2 3 3 

相談支援事業 

 

障害者相談支援事業 か所 2 2 2 2 2 2 

基幹相談支援センター  か所 0 0 0 0 1 0 

基幹相談支援センター等

機能強化事業 
件 0 0 0 0 0 0 

住宅入居等支援事業 件 0 0 0 0 1 0 

成年後見制度利用支援事業 件 1 2 1 3 3 3 

成年後見制度 

法人後見支援事業 
件 0 0 0 0 0 0 

意思疎通支援事業 件/年 104 98 104 100 104 100 

日常生活用具給付等事業 

 

介護・訓練支援用具 件/年 5 5 7 5 7 5 

自立生活支援用具 件/年 5 5 7 6 7 5 

在宅療養等支援用具 件/年 5 6 7 1 7 2 

情報・意思疎通支援用具 件/年 25 29 30 10 30 20 

排泄管理支援用具 件/年 910 834 920 827 920 835 

住宅改修 件/年 2 0 2 2 2 1 

手話奉仕員養成研修事業 登録数 14 14 15 16 16 16 

移動支援事業 
時間/年 2,800 2,812 2,800 3,222 2,800 3624 

人/年 50 34 50 40 50 45 

地域活動支援センター事業 

【Ⅰ型】 

か所 3 3 3 3 3 3 

実人員 17 17 17 17 17 17 

人/日 4 5 4 5 5 4 

地域活動支援センター事業 

【Ⅱ型】 

か所 3 2 3 3 3 3 

実人員 9 6 9 7 10 7 

人/日 2 3 2 3 3 3 

地域活動支援センター事業 

【Ⅲ型】 

か所 2 3 2 3 3 3 

実人員 7 7 7 5 8 5 

人/日 4 4 4 4 5 4 

訪問入浴サービス事業 利用者数 2 2 2 2 2 2 

日中一時支援事業 人/年 280 256 280 214 280 220 

福祉ホーム事業 人/年 48 48 48 48 48 48 

 

 

 

 



22 

 

② 地域生活支援事業の見込量 

項目 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

理解促進研修・啓発事業 件 0 0 0 

自発的活動支援事業 件 3 3 3 

相談支援事業 

 

障害者相談支援事業 か所 2 2 2 

基幹相談支援センター  か所 0 0 1 

基幹相談支援センター等 

機能強化事業 
件 0 0 0 

住宅入居等支援事業 件 1 1 1 

成年後見制度利用支援事業 件 3 3 3 

成年後見制度 

法人後見支援事業 
件 0 1 1 

意思疎通支援事業 件/年 100 100 100 

日常生活用具給付等事業 

 

介護・訓練支援用具 件/年 5 6 7 

自立生活支援用具 件/年 5 6 7 

在宅療養等支援用具 件/年 5 6 7 

情報・意思疎通支援用具 件/年 25 27 30 

排泄管理支援用具 件/年 900 910 910 

住宅改修 件/年 2 2 2 

手話奉仕員養成研修事業 登録数 17 18 19 

移動支援事業 
時間/年 3,800 3,800 3,800 

人/年 50 50 50 

地域活動支援センター事業 

【Ⅰ型】 

か所 3 3 3 

実人員 17 17 17 

人/日 5 5 6 

地域活動支援センター事業 

【Ⅱ型】 

か所 3 3 3 

実人員 10 10 11 

人/日 3 3 4 

地域活動支援センター事業 

【Ⅲ型】 

か所 3 3 3 

実人員 8 8 9 

人/日 5 5 6 

訪問入浴サービス事業 利用者数 2 2 2 

日中一時支援事業 人/年 250 250 250 

福祉ホーム事業 人/年 48 48 48 
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【見込量確保のための方策】 

○地域生活支援事業については、支援が必要な人に必要な支援が行きわたるよう

引き続き、実施していきます。 

○理解促進・研修啓発事業については、どのような方法で教室を開催すれば、人

が集まり、理解を深められるかなど、開催に向けて教室の内容について検討し

ていきます。 

○成年後見制度利用支援事業については、令和２年度より中核機関として高齢者課

や善通寺市社会福祉協議会と連携しながら、判断能力に課題のある人の支援を

行っており、今後もケース会議や窓口等で利用についての相談があれば適切に対

応していきます。また、成年後見制度法人後見支援事業については、善通寺市社

会福祉協議会と連携し成年後見制度の円滑な利用に資する方策を検討していき

ます。 

○地域活動支援センター機能強化事業については、支援センターの利用を広く周

知するような手段を検討し、利用促進につなげていきます。 
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第４章 障がい児福祉計画 

１．基本指針と目標 
（１）障がい児支援の提供体制の整備等 

国の 

基本指針 

児童発達支援センターの設置 

令和８年度末までに、児童発達支援センターを各市町村または各圏域に

少なくとも１か所以上設置することを基本とする。 

障がい児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）推進体制の構築 

令和８年度末までに、全ての市町村において、障がい児の地域社会への

参加・包容（インクルージョン）を推進する体制を構築することを基本と

する。 

児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の確保 

令和８年度末までに、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事

業所及び放課後等デイサービス事業所を各市町村または各圏域に少なく

とも１か所以上確保することを基本とする。 

医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置及び 

コーディネーターの配置 

令和８年度末までに、各市町村または各圏域において、保健、医療、障

がい福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設け

るとともに、医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置することを

基本とする。 

 

指標 目標 考え方 

児童発達支援センターの設置 設置 

近隣市町の共同により１か所設置

済のため、今後も支援の充実を図り

ます。 

保育所等訪問支援の実施 実施中 今後も支援の充実を図ります。 

主に重症心身障がい児を支援する 

児童発達支援事業所の設置 
設置 

今後もサービス提供体制の確保を

図ります。 

主に重症心身障がい児を支援する 

放課後等デイサービス事業所の設置 
設置 

今後もサービス提供体制の確保を

図ります。 

医療的ケア児支援のための関係機関

の協議の場の設置 
設置 今後も支援の充実を図ります。 

医療的ケア児等に関する 

コーディネーターの配置 
配置 

市内で４か所配置済のため、今後

も支援の充実を図ります。 
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２．障がい児通所支援及び障がい児相談支援の見込量

と確保のための取組 

（１）障がい児通所支援のサービス 

障がい児通所支援のサービス内容 

障害児相談支援 

（サービス等利用計画作成） 

適切な障がい福祉サービス等が多様な事業者から総

合的かつ効果的に提供されるように、サービス等利用計

画を作成します。 

難聴児相談支援 

難聴児の早期発見、診断に向けて、地域における速や

かな専門医療機関の受診支援や、難聴児、難聴の疑いの

ある児童の家族等への適切な情報、選択肢 （人工内耳、

補聴器、手話等）等の情報提供、手話などの言語獲得に

向けた相談支援などを行います。 

児童発達支援 

療育の観点から集団療育及び個別療育を行う必要が

あると認められる未就学の児童に対し、日常生活におけ

る基本的な動作の指導や集団生活への適応訓練等の必

要な支援を行います。 

放課後等デイサービス 

授業の終了後又は休業日に支援が必要と認められる

就学児童に対し、生活能力の向上のために必要な訓練や

社会との交流の促進等の必要な支援を行います。 

保育所等訪問支援 

保育所等に通う障がいのある子どもについて、他の児

童との集団生活への適応のための専門的な支援を行い

ます。 

医療型児童発達支援 

肢体不自由があり、理学療法等の機能訓練又は医療的管

理下での支援が必要と認められた児童に対し、児童発達支

援及び治療を行います。 

居宅訪問型児童発達支援 

重度の障がい等の状態にある子どもであって、障がい

児通所支援を利用するために外出することが著しく困

難な障がいのある子どもに発達支援が提供できるよう、

居宅を訪問して発達支援を行います。 
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① 第２期計画の障がい児通所支援の見込と実績 

項目 単位 
令和３年度 令和４年度 

令和５年度 

（見込み） 

見込 実績 見込 実績 見込 実績 

障害児相談支援 

（サービス等利用計画作成） 
利用人数/月 8 9 8 10 8 10 

難聴児相談支援 利用人数/月 0 0 1 0 1 0 

児童発達支援 
利用日数/月 168 190 180 212 180 240 

利用人数/月 28 23 30 28 30 30 

放課後等デイサービス 
利用日数/月 900 814 1,000 1,039 1,000 1,092 

利用人数/月 70 65 80 82 80 84 

保育所等訪問支援 
利用日数/月 4 2 6 1 6 1 

利用人数/月 2 1 3 1 3 1 

医療型児童発達支援 
利用日数/月 0 0 0 0 0 0 

利用人数/月 0 0 0 0 0 0 

居宅訪問型児童発達支援 
利用日数/月 1 0 2 0 2 0 

利用人数/月 1 0 2 0 2 0 

② 障がい児通所支援等の見込量 

項目 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

障害児相談支援 

（サービス等利用計画作成） 
利用人数/月 11 11 12 

難聴児相談支援 利用人数/月 1 1 1 

児童発達支援 
利用日数/月 256 272 288 

利用人数/月 32 34 36 

放課後等デイサービス 
利用日数/月 1,118 1,144 1,170 

利用人数/月 86 88 90 

保育所等訪問支援 
利用日数/月 4 6 6 

利用人数/月 2 3 3 

医療型児童発達支援 
利用日数/月 0 0 0 

利用人数/月 0 0 0 

居宅訪問型児童発達支援 
利用日数/月 2 2 2 

利用人数/月 2 2 2 

 

【見込量確保のための方策】 

○障がいの種別によらず、必要性に応じた支援サービスが提供できるよう、利用

者を取り巻く環境等を勘案し、将来も視野に入れた支援体制の充実を図ります。 

○医療型児童発達支援は現在提供されていませんが、今後のニーズ等動向を踏ま

えながらサービス提供体制の整備を検討します。 

○すべての利用者が抱えているニーズや課題にきめ細かく対応する障害児支援利

用計画が作成されるように、適切な着眼点を持って計画を評価します。 
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第５章 障がい福祉サービスの提供体制 

１．障がい福祉サービスの提供体制 
  

■ 福祉サービスの提供体制イメージ図 
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２．地域自立支援協議会について 
 

 
 

行政・県自立支援協議会・善通寺市社会福祉課など 

中讃西部地域自立支援協議会 

施策提言など 

「安心して地域で暮らせる街にしよう！協議会」 

善通寺市（障がい福祉担当） 

○事務局 

○交流センター協議会 
圏域マネジャー、県アドバイザーを含む 

○市町担当者との打合会 

（委託相談支援事務所） 

○事例検討会（定例） 

相談支援事業者 障がい福祉サービス事業者 

学識経験者 

教育機関 

当事者部会 

社会福祉協議会 

民生委員 県関係機関 

その他関係団体 

高齢者機関など 

企業など 

就労関係機関 

保健医療機関 

参加者 

部会 

分野別 テーマ別 

□ 施設部会 

□ 精神保健福祉部会 

□ 当事者部会 

□ 児童デイサービス部会 

■ 居宅介護事業所連絡会 

■ 教育部会 

□ 就労部会 

□ 重心ワーキンググループ 

□ 成年後見、権利擁護WG 

□ 児童デイサービス部会 

■ 児童ワーキンググループ 

（■は休止中 □は予定） 

メンバー 
選出など 

一人ひとりの方の支援の検討 

その方が安心して暮らすための支援計画づくり 

個別支援会 

日々の相談 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７期善通寺市障がい福祉計画 

第３期善通寺市障がい児福祉計画 

 

発行年月  令和６年３月 

発   行  善通寺市 

編   集  善通寺市保健福祉部社会福祉課 

           〒７６５－８５０３ 

           善通寺市文京町二丁目１番１号 

           Tel ０８７７－６３－６３３９ 

           Fax ０８７７―６３－６３５５ 


